





























































労働者保謹法 労働団体法 )値１１]係IHit法 宮公労働法
(ﾂﾅ働雅螂法）
労働に関する主務大臣
12⑦③平均1H金の決定
37,62②深夜の11$lljl縦の
操作
行政官庁〈許可＞
3３非fIi災暫HlFの超過労
鋤
31③一斉休憩の例ﾀト
`11監視・断絃労働の週
川除外
56⑳リiljifﾂﾉ棚のii↑雰
62①女子・flZ少行の深夜
業のilf存
7１職堆`ｿ１１繩の1Ｗ1１
行政官庁<届出＞
3６ｌ１ｌｌＩｌ１外ﾂj倒|鮒定
8９靴】IUULⅡリ
9５符iiIf7AMuリ
96の２謝臓合のi没111罪
行政官庁<その他〉
58③朱nkfI:者労働契約の
解除
7８休業．隙杏ilMiの例
外認定
8５労災にBUする密五・
ｌＭｔ
9２就業現Ｈｌの変更命令
96の２，９６の３好iril金工)ｌｉｄ
監督擾閲
佼川簿の韮止命令他
97～105ボUjili・雛'汀Iの縦1ﾘＩ
11'皆聯
労働大臣・県労基局長
105の２技i(;j的援U〃
行政官庁・監督官
110報告・出狐要求
けjllll安全衛生法）（抄）
労働大臣
6~ツ;働災聾防止計Iiljの
策定、変災、公斐
勧《!；
､
2８技術上のl髄}、作業
国
環境の標準の公炎源
３日が文施する…施箙
6３安全術21二紋ｆｊの糸fト
狼IHI郡
7１作堆銅塊の雑l流sllil
尋の似、Ｉ
106ツ)災l;ﾉj止への狐１１〃
(労仙組合法）
労働委員会
⑤①Ｆｒ格藤査
７１ＶＨ１】立権保護
19～27の３ツj働委只会の紐
織惟限
労働大臣・知事
1８協約の地域的拡張適
１，
１９労働委貝会委、の任
免
(労llii関係調整iJli）
労働委員会
10～１５斡旋
17～２７調停
29～３３仲雄
35の３，３５の４緊急調整
4２処鮒諭求
政府
３政府のjf勝
内閣総理大臣
8②①公並Tl｢災の迫Ⅲ１１脂だ
35の２緊急醐遥の決道
労働大臣・知事
８の２特別`澗整委貝の任命
労働大臣・知事・労働委員会
3７争議行為予告の受理
知事・労働委員会.
９争縦行為の届出受理
OiMMl雛i｣:）
国
１１面lの役ｌｊｌ
３１Ii1の施雄
４Ｈ１(川１１箙A1本j１１画
1１職堆IUll斜（の充尖
1２技能検巡iliﾘ度の確立
1５ＹＨ川〔'll1l
l9H1【111率のiiN【定・維拷
20の２演料の腿ＩＩＬ源
20の４１１｝'1it職促進１片柾
21③大ｌｌＭｌ(１１１変ｌｌｉＩへの対
労働大臣
応
4⑤～⑦､５）ii(Inkl簸遮本iil.
mlH索(7)(i;戊
Ｇ）１１(Ⅱ１１，１}報の雛理鞭
７賊災に１１Mする綱立研
究
2０池IMI(')遊進鞭
国・県
1３職雛ＩＩｊｊｉ換給Ｉ|企
21②火ＩＭＩ(111処IⅢjの迦jilI
職業紹介微関
２定淀
0８ 、。 ９求職行・求人者に対
するIfiiⅢ（
職業安定機関等
1０凧川に関する援助
公共職業安定所長
20の３１１J靴職援U脈１画の作
Ｉ)Ｗ､；
21①火1,｛Wi(Ｉ１ｌ変鋤の届出
受1１１１
その他
1８ホⅡﾉｴ脇ﾉ」
2２報〈Iiの,ilIijlと（j(Ⅱ)Ii、
Ⅱｉｌ亥iﾘ『災）
(llMi艇安定ﾘﾐ）（抄）
政府
４政Mfの行う災務
８公｣し戦災交遊所の没
ii'（
5２職[lの,111斜！
52の２菜ｲｶﾞの)Ａ１知立伝
5３１９ｉ１ｉ:１１１１の迎緒
5５HY1ilの支出
労働大臣〈許可＞他
３２．３３職職【l介lli笈の許可
33の２学校の無料職業紹介
４１雌胴出
36～３８ツノBi1台の弊災のﾙﾘ限
他
4５ツノ鋤細谷の労働者供
総Ｉ|雌のil↑可
(公｣上企雌体癖’j鋤１１４１係ui）
国・国家
1①「国の経営する企災」
②「国家の経i行」
政府・国会
１６，３５協定の効力
内閣総理大臣
20②～④公労委黍11の([児
公共企業体等労働委員会
19～３５公労委の糺職・権限
主務大臣
27Ｖ調停の諭求
33ＶｌＩｌ１雄の誠求
(国家公務、法）（抄）
人事院
３～18,21～２４ＩＭＩ職、’'１尖
人blF行政機１１１１として
の某務、樅IUlなど
2８給与・勤務糸('ﾄの肋
告義務
29～３１職階制
35～５４孫lll試験
63～65,67～７０給与準11リ
支払の監理
、
812)、８７，８８，９１，９２鋼fｆ
審査、判定罪
9５労災補俄の立案
108退職年金制度の調査
政府
研究
２⑥⑦雁1Wの制限(名宛人）
98。政lifが代表する腕１１１
者としての公衆
101政府がなすべき黄を
右する職務
内閣・国会・最高裁
3,5,8,11人珈院の所IiiIi
5,6,8,9人１$官瀞の任免
内閣総理大臣
18の２～２０「１１央人IIiii政機
関の業務
71～７２能率
その他
7３能率．』付逃jil画（汀
イⅡ、１１０係ｌｒの蛙）
104兼職許『i「（ifｲ１１，所
輔庁の腱）
101②職務専念筏勝（,1i鱗
官庁）
108の５交渉（ －カGJ
108の６専従行為（ﾘﾘi輔Ｉｒの
任命権者
遅）
5５，６０，６１，８４，８５
表２労働法における国家の位置
Ｗ：労働荷Ｕ：労働組合Ｅ：使用者Ｇ：国家
二
労
働
者
保
護
法
に
お
け
る
国
家
労働者保護法の場合、国家は主として、使用者に対
する法的な規制（吻目＆・ロ、監督）を通じて私人（労働
者・使用者）間の権利義務関係に影響力を行使し、こ
れを一定の方向（労働者の生存権擁護、労使関係の近代
化、労働条件の国際的水準化などの労働基準法の基本理念の
実
現
）
へ
導
く
立
場
に
あ
る
。
労
働
者
と
国
家
の
関
係
に
つ
い
て言えば、労働者はかかる国家の積極的な活動を通じ
て
そ
の
「
自
由
と
尊
厳
」
を
擁
護
さ
れ
る
と
い
う
関
係
に
あ
り、国家の不作為は、一般的に言って労働者の自由と
尊厳に対し負の方向に働くことになるであろう。
労働者保護法は、後述する「国家の型」を超越して
成
立
・
発
展
し
、
「
図
式
」
も
形
態
的
に
は
さ
ほ
ど
変
化
の
な
い
よ
う
に
見
え
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
絶
対
主
義
国
家
の
よ
う
に主権が民衆（」の日。⑫）になく目〔８‐汀自旨（専制権力）
、
、
、
、
も
の状態にある場合、国家はその法的な義務として民衆
に対しその人権、自由と尊厳の擁護を請負っているわ
270
労働者保謹法 労働団体法 雇用保障法
労
働
法
の
主
体
・
国
家
の
相
互
関
係
Ｊ１
ＥＡⅡⅡⅡ。、闘騨
Ｗ
Ｇ二Ｕ
加参
集団的にl治
蝋１１１Ｍ;'i腱…
団結自治
対抗
<－Ｔ－Ｅ
ヘ 調整
Ｗ
Ｗ－－－‐-----Ｅ
Ｕ
Ⅶ－Ⅲ－ⅡⅡＩⅢⅡⅡＧ
行
政
指
蕊
、
一
般
的
雑
務
の
設
定
同家活動の法的基礎群
労働の権利（公正かつ良
好な労働条件を享受する
権利）の擁謹、労働者に
よる使用者に対する権利
行使・実現の補完
団結権（広義）の保障と
｢産業平和の維持
Public policy
」 の
労働の権利（自由に選択
し又は承諾する労働によ
って生計を立てる機会を
得る権利）の保臓ふ完全
雇用のpublicpolicy
















